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議案第１号 

 

   人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 人権擁護委員に下記の者を候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年

法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

記 

 

 住 所 君津市杢師二丁目 

 氏 名 鈴 木 克 之（６７歳） 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 
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議案第２号 

 

   農業委員会委員の任命について 

 

 君津市農業委員会委員に下記の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和

２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

 住 所 君津市日渡根 

 氏 名 石和田   勉（５８歳） 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 
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議案第３号 

 

   農業委員会委員の任命について 

 

 君津市農業委員会委員に下記の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和

２６年法律第８８号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

 住 所 君津市東粟倉 

 氏 名 重 田 弘 已（６８歳） 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 
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議案第４号 

 

   君津市議会議員及び君津市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

 君津市議会議員及び君津市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を

改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 

 

提案理由 

公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）の一部改正を踏まえ、選挙運動の公費負

担の限度額を引き上げるため、君津市議会議員及び君津市長の選挙における選挙運動の公

費負担に関する条例（平成６年君津市条例第１４号）の一部を改正しようとするものであ

る。 
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君津市条例第  号 

 

君津市議会議員及び君津市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一

部を改正する条例 

 

君津市議会議員及び君津市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成６

年君津市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 第８条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 

 第１１条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５号 

 

君津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

君津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとす

る。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 

 

提案理由 

市の住民基本台帳に記録されていない者の情報の管理に関する事務について、個人番号

を利用するため、君津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年君津市条例第４２号）の一部

を改正しようとするものである。 



- 13 - 

君津市条例第  号 

 

君津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

 君津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例（平成２７年君津市条例第４２号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第１に次のように加える。 

５ 市長 住登外者（市の住民基本台帳に記録されていない者をいう。以下同

じ。）の情報の管理に関する事務であって規則で定めるもの 

 別表第２に次のように加える。 

６ 市長 住登外者の情報の管

理に関する事務であ

って規則で定めるも

の 

利用特定個人情報であって規則で定めるもの 

君津市重度心身障害者の医療費助成に関する条例によ

る医療費の助成に関する情報であって規則で定めるも

の 

 

 君津市精神障害者医療費給付条例による医療費の給付

に関する情報であって規則で定めるもの 

君津市ひとり親家庭等の医療費等の助成に関する条例

による医療費等の助成に関する情報であって規則で定

めるもの 

子ども医療費の助成に関する情報であって規則で定め

るもの 

７ 市長 特定個人番号利用事

務又は別表第１の右

欄に掲げる事務（住登

外者の情報の管理に

関する事務であって

規則で定めるものを

住登外者の情報の管理に関する情報であって規則で定

めるもの 
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 除く。）  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６号 

 

   一般職の職員の特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 一般職の職員の特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するも

のとする。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 

 

提案理由 

緊急消防援助隊として出動する職員に対して、特殊勤務手当を支給するため、一般職の

職員の特殊勤務手当支給条例（平成１０年君津市条例第１号）の一部を改正しようとする

ものである。 
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君津市条例第  号 

 

一般職の職員の特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例 

 

 一般職の職員の特殊勤務手当支給条例（平成１０年君津市条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第６条第１項に次の１号を加える。 

(4) 緊急消防援助隊等手当 

 第６条第４項中「とき」の次に「（次項に規定する業務に従事したときを除く。）」を

加え、同条に次の１項を加える。 

５ 緊急消防援助隊等手当は、消防本部又は消防署に勤務する職員が消防組織法（昭和 

２２年法律第２２６号）第４５条第１項に規定する緊急消防援助隊として行う業務又は

これに類すると市長が認める業務に従事したときに支給する。 

別表の４の項に次のように加える。 

(4) 緊急消防援助隊等手当 日額 ８４０円（大規模な災害として市長が認める災害

に係る業務に従事したときにあっては１，０８０

円、大規模な災害として市長が認める災害かつ市

長が著しく危険であると認める区域で行われた業

務に従事したときにあっては２，１６０円） 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７号 

 

   君津市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

君津市手数料徴収条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 

 

提案理由 

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第４０号）の施行等に

伴い、本市の基幹業務システムを同法に基づく標準準拠システムに移行するに当たり、固

定資産税に係る証明書の種類を変更するため、君津市手数料徴収条例（平成１２年君津市

条例第５号）の一部を改正しようとするものである。 
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君津市条例第  号 

 

君津市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 

君津市手数料徴収条例（平成１２年君津市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

別表第２の４１の項中「土地」の次に「及び家屋」を加え、「１件につき」を「１通に

つき」に改め、同表４２の項を次のように改める。 

４２ 償却資産の評価額についての証明 １通につき３００円 

別表第２備考１中「それぞれ１枚をもって１件とし、以後１枚を増すごとに３０円を加

算した額」を「１枚当たり最大５物件を表示するものとし、１枚を増すごとに３０円を加

算した額」に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年１月１３日から施行する。 
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議案第８号 

 

   君津市市民スポーツ広場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

 

君津市市民スポーツ広場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定するものとする。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 

 

提案理由 

君津市市民スポーツ広場の新たな使用料を設けるとともに、使用料の額を改定するため、

君津市市民スポーツ広場の設置及び管理に関する条例（昭和５３年君津市条例第７号）の

一部を改正しようとするものである。 
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君津市条例第  号 

 

君津市市民スポーツ広場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

君津市市民スポーツ広場の設置及び管理に関する条例（昭和５３年君津市条例第７号）

の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「（次条第２号及び第９条第２項において「小糸スポーツ広場」とい

う。）」を削る。 

 第４条第２号中「小糸スポーツ広場」を「君津市小糸スポーツ広場」に改める。 

 第９条を次のように改める。 

 （使用料） 

第９条 スポーツ広場を使用しようとする者は、別表に定める使用料を納付しなければな

らない。 

２ 君津市小糸スポーツ広場の自由広場並びに君津市小櫃スポーツ広場及び君津市松丘ス

ポーツ広場のゲートボール場の使用料は、無料とする。 

第１１条中「ただし」の次に「、天候」を加える。 

別表第１を次のように改める。 

別表（第９条第１項） 

１ 専有使用 

区分 使用料（１時間につき） 

君 津 市 久 留 里 ス

ポーツ広場 

野球場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円

君 津 市 小 糸 ス ポ

ーツ広場 

野球場 入場料その他

これに類する

金銭を徴収し

ない場合 

小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

７５０円

一般チーム １，５００円

入場料その他 小学生チーム ２，２５０円
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これに類する

金銭を徴収す

る場合 

中学生チーム 

高校生チーム 

一般チーム ４，５００円

職業チーム １３，５００円

上記以外の場合 ６，７５０円

君 津 市 小 櫃 ス ポ

ーツ広場 

野球場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円

君 津 市 松 丘 ス ポ

ーツ広場 

野球場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円

多目的広場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円

備考 

１ 市外居住者の使用料は、当該区分の額の倍額とする。 

２ 使用時間については、準備及び後片付けの時間を含むものとする。 

３ 使用時間を超えた場合の使用料は、１時間（１時間未満は、１時間とする。）に

つき当該区分の１時間相当額とする。 

２ 個人使用 

区分 使用料 

プール 大人（高校生以上） １回につき ２１０円 

小人（小・中学生） １回につき １００円 

義務教育就学前の者 無料 

更衣ロッカー １回につき ５０円 

備考 更衣ロッカーを除き、市外居住者の使用料は、当該区分の額の倍額とする。 
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 別表第２を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の君津市市民スポーツ広場の設置及び管理に関する条例の規定

は、令和８年６月１日以後の使用に係る使用料について適用する。 



- 29 - 

議案第９号 

 

   君津市民文化ホールの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

 君津市民文化ホールの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定するものとする。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子  

 

提案理由 

 君津市民文化ホールの利用料金の上限の額を改定するため、君津市民文化ホールの設置

及び管理に関する条例（平成２年君津市条例第３号）の一部を改正しようとするものであ

る。 



- 31 - 

君津市条例第  号 

 

君津市民文化ホールの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

君津市民文化ホールの設置及び管理に関する条例（平成２年君津市条例第３号）の一部 

を次のように改正する。 

別表第１中

「  

を 

 １２，１００円 ６，０５０円１２，１００円１８，１５０円  

 ２２，０００円１１，０００円２２，０００円３３，０００円  

 ２８，６００円１４，３００円２８，６００円４２，９００円  

 ５６，１００円２８，０５０円５６，１００円８４，１５０円  

 １４，３００円 ７，１５０円１４，３００円２１，４５０円  

 ２６，４００円１３，２００円２６，４００円３９，６００円  

 ３４，１００円１７，０５０円３４，１００円５１，１５０円  

 ６７，１００円３３，５５０円６７，１００円１００，６５０円  

 ７，７００円 ３，８５０円 ７，７００円１１，５５０円  

 １４，３００円 ７，１５０円１４，３００円２１，４５０円  

 １８，７００円 ９，３５０円１８，７００円２８，０５０円  

 ３６，３００円１８，１５０円３６，３００円５４，４５０円  

 ８，８００円 ４，４００円 ８，８００円１３，２００円  

 １７，６００円 ８，８００円１７，６００円２６，４００円  

 ２２，０００円１１，０００円２２，０００円３３，０００円  

 ４４，０００円２２，０００円４４，０００円６６，０００円  

 」 

「  

３０，８００円１５，４００円３０，８００円４６，２００円  

５６，１００円２８，０５０円５６，１００円８４，１５０円  

７３，７００円３６，８５０円７３，７００円１１０，５５０円  

１４４，１００円７２，０５０円１４４，１００円２１６，１５０円  
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３６，９６０円１８，４８０円３６，９６０円５５，４４０円  

６７，３２０円３３，６６０円６７，３２０円１００，９８０円  

８８，４４０円４４，２２０円８８，４４０円１３２，６６０円

に改める。 
１７２，９２０円８６，４６０円１７２，９２０円２５９，３８０円

１６，５００円 ８，２５０円１６，５００円２４，７５０円

３０，８００円１５，４００円３０，８００円４６，２００円

４０，７００円２０，３５０円４０，７００円６１，０５０円  

７９，２００円３９，６００円７９，２００円１１８，８００円  

１９，８００円 ９，９００円１９，８００円２９，７００円  

３６，９６０円１８，４８０円３６，９６０円５５，４４０円  

４８，８４０円２４，４２０円４８，８４０円７３，２６０円  

９５，０４０円４７，５２０円９５，０４０円１４２，５６０円  

    」 

 別表第１備考４中「５割」を「１０割」に改め、同表中備考６を削り、備考７を備考６

とし、備考８を備考７とする。 

 別表第２中 

「  

を 

「 

に、 

 １，６５０円 ４，０７０円 

 １，９８０円 ４，９５０円 

 ２，４２０円 ６，０５０円 

 ５，５００円 １３，５３０円 

 ６６０円 １，２１０円 

 ７７０円 １，４３０円 

 ８８０円 １，６５０円
 

 ２，０９０円 ３，８５０円

 １，１００円 １，４３０円 

 １，３２０円 １，６５０円 

 １，５４０円 １，９８０円 

 ３，５２０円 ４，５１０円 

  」  」 



- 33 - 

「 

を

「

に改める。

７７０円  ８８０円

１，７６０円  １，８７０円

２，７５０円  ８，２５０円

」 」

 別表第２備考２中「５割」を「１０割」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年１月１日から施行する。 

（適用区分) 

２ 改正後の君津市民文化ホールの設置及び管理に関する条例の規定は、令和９年１月１

日以後の使用に係る利用料金について適用し、同日前の使用に係る利用料金については、

なお従前の例による。 
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議案第１０号 

 

   君津市企業立地促進条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 君津市企業立地促進条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子  

 

提案理由 

 奨励金の内容を改めるため、君津市企業立地促進条例（昭和６２年君津市条例第２号）

の一部を改正しようとするものである。 
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君津市条例第  号 

 

君津市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 

 君津市企業立地促進条例（昭和６２年君津市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、立地奨励金に限り、事業所を新設する企業とは別の関係企

業（規則で定める要件を満たす企業をいう。以下同じ。）が当該事業所を操業する場合

についても、奨励措置の対象とし、当該関係企業を前項の指定企業に含むものとする。

この場合において、事業所を新設する企業は、市内に事業所を有するか否かを問わない

ものとする。 

第５条第２項本文中「相当する額」の次に「に４分の３を乗じて得た額（１，０００円

未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）とし、１年度当た

り２億円」を加え、同項ただし書中「企業」の次に「（関係企業であって、市内に事業所を

有しないものを含む。）」を加え、「の収納額に相当する額に法人市民税の収納額に相当

する額を加えた額」を「並びに法人市民税の収納額に相当する額に４分の３を乗じて得た

額（１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）

とし、１年度当たり２億円」に改め、同条第３項第１号中「５年間」を「３年間」に改め、

同項第２号中「５年の間」を「３年の間」に改める。 

第６条第２項本文中「相当する額」の次に「に４分の３を乗じて得た額（１，０００円

未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）とし、１年度当た

り２億円」を加え、同項ただし書中「の収納額に相当する額に法人市民税の収納額に相当

する額を加えた額」を「並びに法人市民税の収納額に相当する額に４分の３を乗じて得た

額（１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）

とし、１年度当たり２億円」に改める。 

第７条第２項本文中「相当する額」の次に「に４分の３を乗じて得た額（１，０００円

未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）とし、１年度当た

り２億円」を加え、同項ただし書を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に、この条例による改正前の君津市企業立地促進条例の規定に

より指定を受けた企業（以下「旧指定企業」という。）に対する奨励措置は、なお従前

の例による。ただし、旧指定企業が、この条例による改正後の君津市企業立地促進条例

（以下「新条例」という。）に規定する新設（第２条第３号アに規定する場合を除く。）

又は増設を行った場合は、当該新設又は増設に係る奨励措置に限り、新条例の規定を適

用する。 
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議案第１１号 

 

   君津市が管理する市道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

君津市が管理する市道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり制定するものとする。 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 

 

提案理由 

道路構造令（昭和４５年政令３２０号）の一部改正に伴い、自転車通行帯の設置に関す

る基準等を定めるため、君津市が管理する市道の構造の技術的基準等を定める条例（平成

２５年君津市条例第１０号）の一部を改正しようとするものである。 
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君津市条例第  号 

 

君津市が管理する市道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

 君津市が管理する市道の構造の技術的基準等を定める条例（平成２５年君津市条例第 

１０号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「停車帯」の次に「、自転車通行帯」を加え、同条第５項本文中「車道」

の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

 第５条第２項中「副道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

 第７条の次に次の１条を加える。 

（自転車通行帯） 

第７条の２ 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道を設け

る道路を除く。）には、車道の左端寄り（停車帯を設ける道路にあっては、停車帯の右

側。次項において同じ。）に自転車通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状況そ

の他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及び歩行者の交通量が

多い第３種若しくは第４種の道路（自転車道を設ける道路及び前項に規定する道路を除

く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離する必要がある場

合においては、車道の左端寄りに自転車通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

３ 自転車通行帯の幅員は、１．５メートル以上とするものとする。ただし、地形の状況

その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、１メートルまで縮小すること

ができる。 

４ 自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定めるものとする。 

第８条第１項中「第３種」の次に「（第４級及び第５級を除く。次項において同じ。）」

を加え、「の道路」を「（第３級を除く。同項において同じ）の道路で設計速度が１時間

につき６０キロメートル以上であるもの」に改め、同条第２項中「歩行者の交通量が多い

第３種若しくは第４種の道路」の次に「で設計速度が１時間につき６０キロメートル以上

であるもの」を加える。 

第９条第１項中「自転車道」の次に「又は自転車通行帯」を加える。 
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第１０条第１項中「自転車道」の次に「若しくは自転車通行帯」を加える。 

第３０条第３号中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。 

第３９条中「第７条」の次に「、第７条の２第３項」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１２号 

 

   君津市の特定の事務を取り扱わせる郵便局の指定の取消しについて 

 

 地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成１３年法律第 

１２０号）第３条第５項の規定により、下記のとおり特定の事務を取り扱わせる郵便局の

指定を取り消すことについて、同項において準用する同条第３項の規定により議会の議決

を求める。 

 

記 

 

１ 指定を取り消す郵便局の名称 

  辻森郵便局 

２ 指定取消日 

  令和７年１０月２５日 

 

  令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 
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議案第１３号 

 

   財産の無償譲渡について 

 

下記のとおり財産を無償譲渡したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

記 

 

１ 財産の表示（旧大和田小学校） 

 (1) 土地 

地番 地積 

君津市大和田４２５番１ ２，６０９.１３㎡ 

君津市坂田５６５番１ ５，２９６.３１㎡ 

君津市坂田５７０番２ ９２３.１９㎡ 

君津市坂田７１９番１ １３，２４６.７６㎡ 

君津市坂田７２７番１ １１，２０１.３８㎡ 

君津市坂田７２７番１０ ４，１９３.３６㎡ 

君津市坂田８３０番１ １，０６９.１４㎡ 

君津市坂田８３０番３ ６１４.７１㎡ 

合計 ３９，１５３.９８㎡ 

 (2) 建物 

   所在地 君津市坂田７１９番地１、君津市坂田７２７番地１、君津市大和田４２５

番地１、君津市坂田５６５番地１、君津市坂田５７０番地２ 

種類 構造 延床面積 

校舎 
鉄筋コンクリート造陸屋根３階

建 
８，１２９.１９㎡ 

体育館 
鉄筋コンクリート・鉄骨造鉄板

ぶき・陸屋根２階建 
１，３８７㎡ 

更衣室 軽量鉄骨造鋼板ぶき平屋建 ６３.９７㎡ 
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機械室 
コンクリートブロック造鋼板ぶ

き平屋建 
３４.６８㎡ 

倉庫 軽量鉄骨造スレートぶき平屋建 １１.４２㎡ 

物置 軽量鉄骨造鋼板ぶき平屋建 ８．６５㎡ 

プロパン

庫 

コンクリートブロック造スレー

トぶき平屋建 
２.２４㎡ 

合計 ９，６３７.１５㎡ 

 (3) その他 

ア プール 

イ 遊具 

ウ 石碑 

エ その他工作物及び附帯設備 

２ 契約方法     随意契約 

３ 無償譲渡の相手方 東京都板橋区成増一丁目１２番１９号 

           学校法人タイケン学園 

           理事長 柴岡 三千夫 

 

 令和７年９月２日提出 

 

君津市長 石 井 宏 子  
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議案第１４号 

 

旧清和公民館解体工事請負契約の締結について 

 

 旧清和公民館解体工事について、下記のとおり請負契約を締結したいので、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例（昭和４６年君津市条例第４９号）第２条の規定により、

議会の議決を求める。 

 

記  

 

１ 工 事 名  旧清和公民館解体工事 

２ 工 事 場 所   君津市西粟倉５７番地 

３ 工 事 期 限  令和８年６月１日 

４ 工 事 概 要  (1) 公民館 

ＳＲＣ造２階建て 延べ床面積１２１４．４７㎡ 

(2) 多目的ホール 

Ｓ造１階立て 延べ床面積３６５．１㎡ 

(3) 附属建物及び附属施設 

           ア プロパン庫 

           イ 受水槽小屋 

           ウ 作業室 

           エ テニスコート附属小屋 

           オ 受変電設備 

           カ 浄化槽 

          (4) 外構、擁壁の一部 

５ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札（総合評価落札方式） 

６ 契 約 の 金 額  ２２０，０００，０００円 

          （取引に係る消費税及び地方消費税を含む。） 

７ 契約の相手方  君津市北子安二丁目２３番８号 
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         株式会社伊藤土建 

代表取締役 伊藤 健一 

 

令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 
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議案第１５号 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

 損害賠償の額を下記のとおり決定し、和解したいので、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、議会の議決を求める。 

 

記  

 

１ 事故の概要 

  令和６年１２月１１日、午後１時２０分頃、君津市法木作一丁目５番１６号付近にお

いて、本市所有の普通乗用車が市道から駐車場に進入しようとした際に、駐車場から出

庫する車両があり、進路を確保するため後退したところ、後方にいた車両と接触し、運

転者及び同乗者が負傷したもの。 

２ 和解の相手方 

 (1) 個人（木更津市在住、運転者） 

(2) 個人（木更津市在住、同乗者） 

３ 和解の内容 

 ( 1) 君津市は、本件事故に関する損害賠償金として、相手方（運転者）に対し、 

１，７７８，２８５円を支払う。 

 ( 2) 君津市は、本件事故に関する損害賠償金として、相手方（同乗者）に対し、 

１，４７９，２３７円を支払う。 

 (3) 君津市と相手方は、和解条項に定めるもののほか、何らの債権債務のないことを相

互に確認するとともに、今後、一切異議、請求の申立てを行わない。 

 

  令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子 
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認定第１号  

 

   令和６年度君津市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度君

津市一般会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて、議会の認定に付する。  

 

  令和７年９月２日提出  

 

                       君 津 市 長  石  井  宏  子  
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認定第２号  

 

   令和６年度君津市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度君

津市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて、議会の認定に付

する。  

 

  令和７年９月２日提出  

 

                       君 津 市 長  石  井  宏  子  
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認定第３号  

 

   令和６年度君津市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度君

津市介護保険特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて、議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月２日提出  

 

                       君 津 市 長  石  井  宏  子  
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認定第４号  

 

   令和６年度君津市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度君

津市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて、議会の認定に

付する。  

 

  令和７年９月２日提出  

 

                       君 津 市 長  石  井  宏  子  
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認定第５号  

 

   令和６年度君津市農業集落排水事業会計決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和６年

度君津市農業集落排水事業会計決算を別添監査委員の意見を付けて、議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月２日提出  

 

                       君 津 市 長  石  井  宏  子  
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報告第１号  

 

令和６年度君津市一般会計継続費精算報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により、令和６

年度君津市一般会計継続費の精算を別紙のとおり報告する。  

 

  令和７年９月２日提出 

 

                           君津市長 石 井 宏 子  



（単位：円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 国県支出金 地 方 債 そ の 他 国県支出金 地 方 債 そ の 他

5 24,600,000 11,550,000 8,500,000 0 4,550,000 0 0 0 0 △ 24,600,000 △ 11,550,000 △ 8,500,000 0 △ 4,550,000

6 159,000,000 87,450,000 64,300,000 0 7,250,000 100,952,000 78,200,000 0 4,406,100 24,558,100 13,502,000 13,900,000 0 △ 2,843,900

計 183,600,000 99,000,000 72,800,000 0 11,800,000 100,952,000 78,200,000 0 4,406,100 △ 41,900 1,952,000 5,400,000 0 △ 7,393,900

5 44,800,000 21,450,000 15,700,000 0 7,650,000 0 0 0 0 △ 44,800,000 △ 21,450,000 △ 15,700,000 0 △ 7,650,000

6 87,000,000 47,850,000 35,200,000 0 3,950,000 70,405,000 39,000,000 0 18,605,300 41,010,300 22,555,000 3,800,000 0 14,655,300

計 131,800,000 69,300,000 50,900,000 0 11,600,000 70,405,000 39,000,000 0 18,605,300 △ 3,789,700 1,105,000 △ 11,900,000 0 7,005,300

令 和 ６ 年 度 君 津 市 一 般 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書

款 項 事  業  名 年度

全　　　　体　　　　計　　　　画 実　　　　　　　　　　　　　績 比　　　　　　　　　　　　　較

年　割　額

左　 の 　財 　源 　内 　訳

支 出 済 額

左　 の 　財 　源 　内 　訳 　年 割 額 と
　支 出 済 額
　の 差

左　 の 　財 　源 　内 　訳

特　　 定 　　財 　　源
一般財源

特　　 定 　　財 　　源
一般財源

特　　 定 　　財 　　源
一般財源

128,010,300

128,010,300

08  土木費 2　道路橋梁
費

橋梁長寿命化
事業（豊田大
橋橋梁補修工
事）

183,558,100

183,558,100

08  土木費 2　道路橋梁
費

橋梁長寿命化
事業（川俣大
橋橋梁補修工
事）
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報告第２号  

 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率等の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項及

び第２２条第１項の規定により、健全化判断比率及び資金不足比率を別添監査委員の意見

を付けて報告する。  

 

健全化判断比率（第３条第１項）  
                                 （単位：％）  

実質赤字比率  連結実質赤字比率  実質公債費比率  将来負担比率  

－  

（１２．４５）  

－  

（１７．４５）  

５．１  

（２５．０）  

３５．３  

（３５０．０）  

  １ 「－」は、実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合を示す。 

  ２ 括弧内の数値は、早期健全化基準を示す。 

  

資金不足比率（第２２条第１項）  
（単位：％）    

公営企業会計の名称  資金不足比率  経営健全化基準  

君津市農業集落排水事業会計  －  ２０．０  

  「－」は、資金不足額がない場合を示す。  

 

  令和７年９月２日提出  

 

                           君津市長 石 井 宏 子  
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報告第３号 

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、君津市議会の

議決により指定された市長の専決事項により、損害賠償の額の決定について専決処分をし

たので、同条第２項の規定により報告する。 

 

記 

 

事 故 の 概 要 

道路照明灯の令和７年４月分の電気料金１，３７０，５４０円が振

替口座を錯誤したことから未払いとなったため、相手方から損害賠

償金（延滞利息）を請求されたもの。 

損害賠償の相手方 

東京都中央区銀座八丁目１３番１号 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

代表取締役 長﨑 桃子 

損害賠償の額 相手方に対し、損害賠償金（延滞利息）７，９１９円を支払う。 

専 決 年 月 日 令和７年８月６日 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

                            君津市長 石 井 宏 子 

 



- 69 - 

報告第４号 

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、君津市議会の

議決により指定された市長の専決事項により、議会の議決を経て締結した工事請負契約に

係る変更契約について専決処分をしたので、同条第２項の規定により報告する。 

 

記 

 

工 事 名 大和田・坂田小学校統合施設整備電気設備工事 

工 事 場 所 君津市坂田５２３番地 

契 約 の 金 額  

変更前 ６０６，１５９，４００円 

変更後 ５９７，７９９，４００円 

減 額   ８，３６０，０００円 

    （いずれも取引に係る消費税及び地方消費税を含む。） 

契約の相手方  

君津市北子安一丁目１０番３３号 

キミデン工業株式会社 

代表取締役 内山 博 

変 更 の 理 由  
当初設計より資材等の数量の増減があったことに伴う設計図書の変

更による減額 

専 決 年 月 日  令和７年７月１５日 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

                            君津市長 石 井 宏 子 
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報告第５号 

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、君津市議会の

議決により指定された市長の専決事項により、議会の議決を経て締結した工事請負契約に

係る変更契約について専決処分をしたので、同条第２項の規定により報告する。 

 

記 

 

工 事 名 大和田・坂田小学校統合施設整備給排水衛生設備工事 

工 事 場 所 君津市坂田５２３番地 

契 約 の 金 額 

変更前 ２２９，９７０，４００円 

変更後 ２２３，２６０，４００円 

減 額   ６，７１０，０００円 

    （いずれも取引に係る消費税及び地方消費税を含む。） 

契約の相手方 

君津市外箕輪二丁目２４番３号 

株式会社協同建設 

代表取締役 鶴岡 慎一郎 

変 更 の 理 由 
当初設計より資材等の数量の増減があったことに伴う設計図書の変

更による減額 

専 決 年 月 日 令和７年７月１５日 

 

 

  令和７年９月２日提出 

 

                            君津市長 石 井 宏 子 

 


